
令和８年度当初予算（案）

計数のポイント

（参考）



自主財源

2,908 (45%)

依存財源

3,590 (55%)

県税

1,006 (16%)

諸収入

933 (14%)

繰入金※1

335 (5%)

地方消費税清算金

560 (9%)
その他

73 (1％)

地方交付税

1,969 (30%)

国庫支出金

834 (13%)

県債

524 (8%)

地方譲与税等

263 (4％)

義務的経費

2,573 (40%)

投資的経費

973 (15%)

貸付金

879 (13%)

その他経費

2,073 

(32%)

人件費

1,480(23%)

扶助費※2

243(4%)

公債費

849(13%)

普通建設事業費

891(14%)

災害復旧事業費

82(1%)

貸付金

879(13%)

補助費等※2

1,618 (25%)

その他※2

455 (7%)

１．予算の全体像

6,044 
6,138 

6,280 
6,138 

6,499 

5,000

5,500

6,000

6,500

7,000

R4 R5 R6 R7 R8

（億円） ＜当初予算における歳出規模の推移＞

（億円）

（注）本資料における計数については、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある

歳入
6,499

（億円）

歳出
6,499

〈内訳〉

◆財政調整基金 ４６億円

◆県債管理基金 ６４億円

《予算規模》

歳 出 ６,４９９億円

（対前年度＋３６０億円 ＋５.９％）

歳 入 ６,３７３億円

（対前年度＋３０９億円 ＋５.１％）

《収支不足額》

歳出歳入差引 １２５億円（前年度 ７４億円）

 県債管理基金の取崩しにより収支不足を解消

基金残高

１１０億円
（R8年度末見込み）

※1 繰入金335億円に、収支不足解消のための

      県債管理基金取崩額125億円を含む

※2 「扶助費」、「補助費等」、「その他」の合計値の

内数に社会保障関係経費856億円を含む
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※１ 地方消費税清算金、地方譲与税、地方特例交付金

※２ 交通安全対策交付金、分担金及び負担金、使用料及び手数料、諸収入等

Ｒ７当初 Ｒ８当初 増減額 増減率

県税 984億円 1,006億円 22億円 2.3%

地方交付税 1,830億円 1,969億円 139億円 7.6%

臨時財政対策債 -             -             - -

その他　（※１） 679億円 822億円 144億円 21.2%

小　計 3,493億円 3,798億円 305億円 8.7%

国庫支出金 816億円 834億円 18億円 2.2%

536億円 524億円 ▲ 12億円 ▲ 2.2%

繰入金 277億円 335億円 59億円 21.2%

その他　（※２） 1,017億円 1,008億円 ▲ 9億円 ▲ 0.9%

6,138億円 6,499億円 360億円 5.9%歳入合計

一

般

財

源

県債

２．歳入の概要

○ 県税や地方交付税等の一般財源については、県税の増等により、昨年度を上回る額を見込む

○ 収支不足を解消するための基金繰入金（県債管理基金）の増等により、歳入合計は増加

958 983 942 984 1,006 

1,879 1,836 1,852 1,830 1,969 

604 653 651 679 
822 

1,055 988 
793 816 

834 

553 543 
566 536 

524 

79 
154 483 277 

335 

916 981 
993 

1,017 

1,008 

6,044 6,138 
6,280 

6,138 

6,499 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

R4 R5 R6 R7 R8

項目別歳入の推移（当初予算ベース）（億円）

その他
※２

県債

繰入金

国庫
支出金

その他
※１

交付税
臨財債

県税
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（１） 県税収入 １，００６億円 （対前年度＋２２億円、＋２．３％）

《主な税目の状況》

・個人県民税     ３７０億円
 （対前年度 ＋３７億円、 ＋１１.１％）

・法人二税※１ ２２６億円
 （対前年度 ＋ １億円、 ＋０.６％）

・地方消費税※２ ２２８億円
 （対前年度 ＋２６億円、 ＋１３.１％）

・自動車税     １０６億円
 （対前年度 ▲１４億円、 ▲１１.８％）

・軽油引取税 ２８億円
 （対前年度 ▲３１億円、 ▲５２.９％）

・その他 ４８億円
 （対前年度 ＋ ３億円、 ＋７．２％）

305 320 302 334 
370 

216 217 
214 

225 
226 

211 
220 

205 
201 

228 

121 
118 

119 
120 

106 
105 

108 
102 

105 
76 

958 
983 

942 
984 

1,006 

0

200

400

600

800

1,000

R4 R5 R6 R7 R8

個人県民税

法人二税

自動車税

軽油＋

その他

県税収入の推移(当初予算ベース）

（億円）

地方消費税

※１ 法人県民税、法人事業税

※２ 地方消費税清算金及び市町村交付金を加味した実質的な地方消費税収入は

２７９億円（対前年度＋４２億円）

• 個人県民税は、賃上げ等の影響により、増収となる見込み

• 自動車税及び軽油引取税は、環境性能割及び暫定税率の廃止等の影響により、減収となる見込み
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（２） 地方交付税 １，９６９億円 （対前年度＋１３９億円、+７．６％）

• 地方交付税は、給与関係経費の増加等により、増加する見込み

• 臨時財政対策債は、令和７年度に引き続き、発行なしの見込み

1,789 1,796 1,842 1,830 1,969 

90 40 10 0 
0 

1,879 1,836 1,852 1,830 
1,969 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

R4 R5 R6 R7 R8

（億円） 地方交付税及び臨時財政対策債の推移（当初予算ベース）

臨財債

地方
交付税地方交付税 １，９６９億円

（対前年度＋１３９億円、＋７.６％）

（３） 国庫支出金 ８３４億円 （対前年度＋１８億円、＋２．２％）

《主な増減要因》

• 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金※活用による増

• 社会保障関係経費の増加による増

• 学校給食費無償化の国制度化による増

• 人事委員会勧告による人件費の増加による増

• 令和５年度台風等災害復旧事業の収束による減

• 第27回参議院議員通常選挙、令和７年国勢調査終了による減

• 指定事業費精算交付金（一般財源扱い）の減

６０億円（対前年度＋２９億円）

１０７億円（対前年度＋１８億円）

１０億円（対前年度＋１０億円 ※皆増）

１４９億円（対前年度＋ ３億円）

５５億円（対前年度▲１７億円）

－ （対前年度▲１４億円 ※皆減）

２７億円（対前年度▲ ９億円）

※ 以下、「重点支援地方交付金」と表記
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■ 県債残高の推移（一般会計）（年度末見込み）

令和８年度末においては県債残高全体、臨時財政対策債を除く

県債残高ともに減少見込み

○ 県債残高全体       １兆 ２９５億円
（対前年度末 ▲２５４億円、▲２．４％）

○ 県債残高（臨時財政対策債を除く）  ７，８８１億円
（対前年度末 ▲１７億円、▲０．２％）

◎内訳： 通常債 ７，６４８億円、

行政改革推進債及び退職手当債 ２３３億円

◎県民一人あたり県債残高（臨時財政対策債を除く）： ８７．4万円

（４） 県債 ５２４億円 （対前年度▲１２億円、▲２．２％）

521 495 526
490 481

32
48

40
46 44

553 543
566

536 524

200

300

400

500

600

700

R4 R5 R6 R7 R8

（億円） 臨時財政対策債を除く県債発行額の推移（当初予算ベース）

行革債

通常債

《主な増減要因》

• 紀北支援学校校舎等整備 １３億円（対前年度 ＋９億円）

• 有田総合庁舎大規模改造工事 ９億円（対前年度 ＋８億円）

• 消防救急デジタル無線再整備完了 ー （対前年度▲１３億円 ※皆減）

• 国直轄道路事業負担金 ５１億円（対前年度▲１４億円）

◎内訳 ： 通常債 ４８１億円

行政改革推進債 ４４億円

◎県債依存度 ： ８．１％（対前年度▲０．6ポイント)

6,930 7,204 7,434 7,677 7,648

323 291 
258 221 233

3,369 3,130 2,894 2,651 2,414

10,622 10,625 10,586 10,549 10,295 
(7,253) (7,495) (7,692) (7,898) 

(7,881) 

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

R4 R5 R6 R7 R8

（億円）

臨財債

通常債

行革債
退手債

県債残高の推移

※ R4～R6は決算、R7は２月補正後、R8は当初予算ベース

※ 県債残高は、満期一括償還県債に係る県債管理基金への積立額を償還額に含めた場合の額

※  ( )内は臨時財政対策債を除く県債残高
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（６） その他の歳入 １，８３０億円

（対前年度+１３４億円、+７.９％）

（５） 繰入金 ３３５億円 （対前年度＋５９億円、＋２１.２％）

《主な内訳》

• 財政調整基金 ２４億円 （対前年度 ▲４億円）

• 県債管理基金 １７９億円 （対前年度＋５８億円）

• 退職手当基金 １５億円 （対前年度＋１５億円）

• 2025年日本国際博覧会基金 － （対前年度 ▲９億円）

• 高等学校等教育改革促進基金 １億円 （対前年度 ＋１億円)

《主な内訳》

• 地方消費税清算金 ５６０億円 （対前年度 ＋９４億円）

• 地方譲与税 ２２３億円 （対前年度 ＋１８億円）

• 地方特例交付金 ※ ３９億円 （対前年度 ＋３４億円）

• 分担金及び負担金 ９億円 （対前年度 ＋１億円）

• 諸収入 ９３３億円 （対前年度 ▲１２億円）

うち中小企業融資制度貸付金元利収入８３５億円（対前年度 ＋９億円）

※自動車税の環境性能割及び軽油引取税等の暫定税率の廃止に伴う増

         基金名
R７年度末

残高見込み

R８年度末

残高見込み
増減

財政調整基金　※１ 46 46 0

県債管理基金　※２ 188 64 ▲ 124

福祉対策等基金 112 96 ▲ 16

地域振興基金 11 11 0

地域医療介護総合確保基金 36 25 ▲ 11

公債費臨時対策基金 20 0 ▲ 20

退職手当基金 15 1 ▲ 14

■ 基金残高の推移（一般会計） （年度末見込み）

R７年度 ７２２億円 R８年度 ５３２億円
（対前年度▲１９０億円）

… 収支不足の補塡・臨時財政対策債の償還分等
(うち収支不足の補塡のための繰入金：125億円)

… 公立学校における教育改革の推進

R7年度末残高見込みは２月補正後、R8年度末残高見込みは当初予算ベース

※１ 普通交付税精算に備えた積立等を含む残高：R7年度末 94億円、R8年度末 131億円

※２ 臨時財政対策債償還分等を含む残高：R7年度末 283億円、R8年度末 144億円

… 普通交付税の精算分

【皆増】

【皆増】

【皆減】

… 定年延長による退職者の増加

… 基金の廃止

（単位：億円）
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３．歳出の概要

Ｒ7当初 Ｒ8当初 増減額 増減率

人件費 1,394億円 1,480億円 86億円 6.2%

公債費 821億円 849億円 29億円 3.5%

扶助費 217億円 243億円 26億円 12.1%

小　計 2,431億円 2,573億円 141億円 5.8%

投資的経費 1,026億円 973億円 ▲ 53億円 ▲ 5.1%

補助費等 1,480億円 1,618億円 138億円 9.3%

その他 ※ 1,200億円 1,334億円 134億円 11.2%

6,138億円 6,499億円 360億円 5.9%歳出合計

義

務

的

経

費

1,356 1,320 1,383 1,394 1,480 

678 717 767 821 
849 

194 197 
209 217 

243 

1,030 1,036 
1,093 1,026 

973 

1,635 1,608 
1,643 1,480 

1,618 

1,151 1,261 
1,186 

1,200 

1,334 

6,044 6,138 
6,280 

6,138 

6,499 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

R4 R5 R6 R7 R8

(億円） 性質別歳出の推移（当初予算ベース）

投資的
経費

扶助費

公債費

人件費

その他

補助費等

※ 維持補修費、積立金、貸付金、繰出金等

○ 物価、金利、賃金の上昇等により、人件費や公債費、社会保障関係経費が大きく増加

○ 過去最大の歳出規模となる中、交付金や基金の活用等により、県政推進に必要な予算を確保
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（２） 公債費 ８４９億円 （対前年度＋２９億円、＋３．５％）

（１） 人件費 １，４８０億円 （対前年度＋８６億円、＋６．２％）

• 人事委員会勧告に伴う給与改定による経常人件費や                  

会計年度任用職員への報酬等の増

• 定年の段階的引上げ（隔年実施）により、令和８年度

は定年退職者が生じることに伴う退職手当の増

経常人件費（一般職） １，２９１億円
（対前年度 ＋５２億円、 ＋４．２％）

退職手当 ９６億円
（対前年度 ＋２９億円、 ＋４３．３％）

その他の人件費 ９３億円
（対前年度 ＋５億円、 ＋５．７％）

1,169 1,186 1,204 1,239
1,291

120 65
100 67

9668
69

79 88

93
1,356

1,320

1,383 1,394

1,480

800

1,000

1,200

1,400

1,600

R4 R5 R6 R7 R8

（億円） 人件費の推移（当初予算ベース）

その他

退職手当

経常人件費
（一般職）

• 公共事業等債等に係る元金の増

• 金利上昇に伴う利子の増

632 672 720 759 778 

45 
45 

47 
62 71 

678 717 

767
821 849 

200

400

600

800

1,000

R4 R5 R6 R7 R8

（億円） 公債費の推移（当初予算ベース）

元金
（積立金
含む）

利子元金 ７４７億円
（対前年度 ＋１４億円、 ＋１．９％）

利子 ７１億円
（対前年度 ＋９億円、 ＋１５．０％）

積立金 ３２億円（満期一括分）

（対前年度 ＋６億円、 ＋２１．２％）
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（３） 投資的経費 ９７３億円 （対前年度▲５３億円、▲５．１％）

569 586 
551 565 591 

242 237 
252 254 212 

148 146 
149 102 

87 

70 67 
142 

105 

82 

1,030 1,036 

1,093 

1,026 
973 

0

200
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800
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1,200

R4 R5 R6 R7 R8

（億円） 投資的経費の推移（当初予算ベース）

災害復旧

直轄負担金

普通建設
単独

普通建設
補助

・ 普通建設補助 ５９１億円 （対前年度 ＋２７億円、＋４．７％）

《主な増減要因》

・紀北支援学校校舎等整備 １５億円（対前年度 ＋１５億円 ※皆増）

・県立医科大学教育・研究機器等支援※ １３億円（対前年度 ＋１３億円 ※皆増）

・古座川町平井地区緊急地すべり対策  １１億円（対前年度 ＋ ３億円）

・熊野白浜リゾート空港ＲＥＳＡ整備 ５億円（対前年度 ＋ ３億円）

※ 重点支援地方交付金活用事業

・ 普通建設単独       ２１２億円 （対前年度 ▲４２億円、▲１６．５％）

《主な増減要因》

・消防救急デジタル無線再整備 ー （対前年度 ▲４０億円 ※皆減）

・老人福祉施設整備（県単補助） ー （対前年度 ▲ ７億円 ※皆減）

・有田総合庁舎大規模改造工事 ９億円 （対前年度 ＋ ７億円）             

・紀伊風土記の丘新館建設 １１億円（対前年度 ＋ ６億円）

・ 直轄負担金 ８７億円 （対前年度 ▲１５億円、▲１４．９％）

《主な増減要因》

国直轄道路 （すさみ串本道路等） ５１億円（対前年度 ▲１４億円）

・ 災害復旧 ８２億円 （対前年度 ▲２２億円、▲２１．２％）

《主な増減要因》

土木施設災害復旧（R５年度台風等関連の減）６１億円（対前年度 ▲１５億円）
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（４） 補助費等 １，６１８億円 （対前年度＋１３８億円、＋９．３％）

《主な増減要因》

• 諸支出金※1 ５６５億円 （対前年度 ＋８６億円）

• 県中小企業成長促進補助金※2 ２０億円 （対前年度 ＋２０億円 ※皆増）

• 高等学校等授業料支援  ４３億円 （対前年度 ＋１６億円）

• 学校給食費無償化※2     ２６億円 （対前年度 ＋１２億円）

• 後期高齢者医療 １８１億円 （対前年度 ＋７億円）

• こども・子育て支援  ５８億円 （対前年度 ＋５億円）

• 第49回全国育樹祭開催    ３億円 （対前年度 ＋３億円）

• 大阪・関西万博レガシー移転  ０.2億円 （対前年度 ▲９億円）

• 第27回参議院議員通常選挙 － （対前年度 ▲８億円 ※皆減）

• 令和７年国勢調査 － （対前年度 ▲６億円 ※皆減）

※1 地方消費税清算金、地方消費税交付金等

※2 重点支援地方交付金活用事業（学校給食費無償化は一部に充当）

（５） その他の歳出 １，３３４億円 （対前年度＋１３４億円、＋１１．２％）

《主な増減要因》

• 令和８年度地方財政計画を踏まえた基金積立金※３ １００億円 （対前年度 ＋１００億円 ※皆増）

• 地域医療介護総合確保基金積立金 ２６億円 （対前年度 ＋１１億円）

• 中小企業融資制度貸付金 ８３５億円 （対前年度 ＋９億円）

• 被災者生活再建支援基金拠出  ４億円 （対前年度 ＋４億円 ※皆増）

• わかやま版PFI返還金積立金  ３億円 （対前年度 ＋３億円 ※皆増）

※3 地域未来基金費（仮称）６０億円＋臨時財政対策債償還基金費（仮称）４０億円
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４．財政収支見通し（令和８～17年度）

注1）最終収支不足額は、行政改革推進債の発行及び各種基金の活用等、収支改善対策を行った後の収支不足額をいう。

注2）財調及び県債管理基金年度末残高（見込）は、一般会計所管分に限る（満期一括償還県債の積立額等を除く）。

（単位：億円）

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度 令和１４年度 令和１５年度 令和１６年度 令和１７年度

当初予算（案） 見 　込　 額 見 　込　 額 見 　込　 額 見 　込　 額 見 　込　 額 見 　込　 額 見 　込　 額 見 　込　 額 見 　込　 額

  歳　　　出　　（Ａ） 6,499 6,601 6,605 6,596 6,613 6,742 6,849 6,891 6,938 6,995

1,480 1,467 1,533 1,518 1,580 1,566 1,636 1,649 1,668 1,693

849 886 889 903 912 924 942 930 916 903

973 1,125 1,053 1,032 949 1,027 1,027 1,027 1,027 1,027

856 864 883 904 925 947 970 994 1,019 1,046

2,339 2,258 2,246 2,240 2,247 2,279 2,275 2,292 2,309 2,327

  歳　　　入　　（Ｂ） 6,216 6,272 6,305 6,275 6,275 6,403 6,483 6,531 6,584 6,642

1,006 1,026 1,040 1,055 1,071 1,086 1,102 1,117 1,132 1,147

1,969 1,922 1,972 1,996 2,000 2,022 2,035 2,057 2,064 2,075

834 802 796 804 803 812 818 821 826 831

481 604 561 477 422 505 505 505 505 505

1,926 1,918 1,935 1,942 1,979 1,978 2,024 2,030 2,057 2,084

▲ 283 ▲ 329 ▲ 300 ▲ 321 ▲ 338 ▲ 339 ▲ 366 ▲ 360 ▲ 355 ▲ 353

▲ 125 ▲ 163 ▲ 205 ▲ 235 ▲ 265 ▲ 268 ▲ 308 ▲ 302 ▲ 297 ▲ 295

- 71 72 72 72 73 74 76 76 77

110 18 ▲ 115 ▲ 277 ▲ 470 ▲ 666 ▲ 899 ▲ 1,126 ▲ 1,346 ▲ 1,563

【参考1】令和７年度当初予算発表時の財調及び県債管理基金年度末残高の見通し

83 ▲ 20 ▲ 152 ▲ 297 ▲ 462 ▲ 644 ▲ 852 ▲ 1,067 ▲ 1,264

【参考2】財政危機警報発出時（令和５年２月）の財調及び県債管理基金年度末残高の見通し

103 45 ▲ 8 ▲ 68 ▲ 131 ▲ 198 ▲ 286

  県　　　税

  人　件　費

  公　債　費

  投資的経費

  社会保障関係経費

  その他支出

前年度の財調基金積立て

による収支改善効果額

財調及び県債管理基金

年度末残高（見込）

財調及び県債管理基金

年度末残高（見込）

  地方交付税

  国庫支出金

  県　　債  （行革債を除く）

  その他収入

差し引き（収支改善対策前）

（B）-（A）

最終収支不足額

財調及び県債管理基金

年度末残高（見込）
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◼ 令和８年度当初予算を起点として、内閣府「中長期の経済財政に関する試算」（令和８年1月）（以下「中長期試算」という。）

の過去投影ケースをもとに機械的に推計

収支見通しの前提条件

◼ 人件費

➢賃金上昇率（中長期試算）を人件費の伸び率と仮定して推計

◼ 公債費

➢既発債は、現在の償還計画に基づき計上し、新発債は、歳入の県債発行額から推計

➢金利は、名目長期金利（中長期試算）及び予算編成時の直近金利を参考に、金利上昇リスクを加味して借入先ごとに設定

◼ 投資的経費

➢事業計画等により現時点で事業費を見込むことが可能な大規模事業費については、個別に積上げ

➢令和12年度までの国土強靱化関連事業費は補正予算で計上される前提で推計（関連公債費を後年度の当初予算に反映）

◼ その他支出

➢事業計画等により現時点で事業費を見込むことが可能な大規模事業費については、個別に積上げ

➢社会保障関係経費は、令和８年度当初予算を起点として、過去５年の決算伸び率等を参考に推計

２．歳出の主な前提条件

１．推計の基本的な考え方

中長期の経済財政に関する試算（令和８年１月22日経済財政諮問会議提出　内閣府資料）

　過去投影ケース 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度 令和17年度

　賃金上昇率 1.6% 1.5% 1.4% 1.3% 1.2% 1.2% 1.2% 1.2% 1.2%

　名目長期金利 2.1% 2.0% 2.0% 2.0% 1.9% 1.9% 1.8% 1.8% 1.7%

　名目GDP成長率 1.6% 1.2% 1.2% 1.2% 1.2% 1.2% 1.2% 1.1% 1.1%
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３．歳入の主な前提条件

◼ 県税

➢名目成長率（中長期試算） ×弾性値1.2を県税の伸び率と仮定して推計

◼ 地方交付税及び臨時財政対策債

➢地方交付税は、県税収入、公債費及び社会保障関係経費等の推計を反映

➢臨時財政対策債は、令和７年度に引き続き令和８年度の発行額が0となることを踏まえ、令和９年度以降も発行額0としている

◼ 国庫支出金

➢現行制度をベースに、歳出の人件費、投資的経費及び社会保障関係経費等に連動して推計

◼ 県債

➢現行制度をベースに、歳出の投資的経費に連動して推計

◼ その他収入

➢基金繰入金等の特定財源について、歳出に連動して推計

４．2月補正で生じる財源

◼ 毎年度の2月補正で生じる財源は、過去の決算剰余金の実績に基づき推計

◼ 令和９年度以降については、20億円を当初予算で見込んでいた行政改革推進債の発行抑制を行ったのち、残額を財政調整基金

又は県債管理基金へ積み立て

収支見通しの前提条件
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【参考】 社会保障と税の一体改革による影響

◼ 社会保障と税の一体改革に伴う地方消費税の引上げによる増収分については、全て社会保障施策に
要する経費の財源として活用

【歳入】 １５２億円

地方消費税の引上げによる税収等の増 １５２億円
（消費税率５％→８％→１０％の増加額）

【歳出】 １５２億円（県負担ベース）

社会保障の充実  ４６億円

・ こども・子育て支援の推進等 ２１．１億円

（うち、幼児教育及び保育の無償化分 １３．５億円）

・ 低所得者の介護保険料の軽減強化  ３．６億円

・ 低所得者の国民健康保険料の軽減  ４．１億円

・ 市町村国民健康保険に対する財政支援の強化 ４．１億円

・ 難病患者等に係る安定的制度の確立 ２．１億円 等

消費税増税に伴う社会保障費の増（診療及び介護報酬改定等） １０億円

社会保障の安定化（自然増等）    ９６億円
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